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エネルギー源毎に、供給側から需要側に至る流れを俯瞰しつつ、効率の向上と低炭素
化の両面から、ＣＯ２大幅削減を可能とする「２１」技術を選定。
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※１:IGCC（石炭ガス化複合発電） ※2:IGFC（石炭ガス化燃料電池複合発電）
※3:HEMS(ホームエネルギーマネジメントシステム）:BEMS（ビルディングエネルギーマネジメントシステム）:EMS（エネルギーマネジメントシステム）
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•マテリアルフローコスト会計（ＭＦＣＡ）は、製造工程で発生する廃棄物等に投じられている原材料・エネル
ギー等をコスト換算し、製造工程のロスを｢見える化｣する会計手法。廃棄物削減と生産性向上を同時に実
現する｢環境と経済の両立｣を果たす優れた環境経営手法。

•そのような優れた環境経営手法の有効性への理解や活用ノウハウの共有が、経営層を巻き込む形で十分
になされていない。様々な機会を通じて、こうした手法を国内外に向けて情報発信することが必要。

課題・背景

・平成１９年１１月
我が国からＩＳＯに対して、マテリアルフローコスト会計の国際

標準化の作業開始を提案

•平成２０年３月
我が国からの提案がＩＳＯ加盟国にて合意

•平成２０年６月
第１回国際ＷＧ開催予定 (我が国が同ＷＧの議長国及び幹事
国を担って主導的に検討)

→→概ね３年後を目途にＩＳＯ規格として発行の見通し

国際標準化作業状況 導入事例 （Ａ社のレンズ加工工程）

◆レンズ加工工程へ導入 →ニアーシェイプ技術によるブレイクス
ルー

〈原因〉マテリアルロスの２／３がレンズの荒研削工程で発生するス
ラッジと廃液等の処理コスト。

〈対策〉ニアーシェイプによるスラッジ量の削減

〈効果〉研削量の削減

→→スラッジ処理量、

加工工数、

エネルギー使用量、

廃水処理量、

汚泥処理量の削減

等

レンズのﾆｱーシェイプイメージ

○ＭＦＣＡ等の環境経営ツールの国内普及事業及び国際標準化作業を推進。

マテリアルフローコスト会計等の環境経営ツールの普及と国際標準化マテリアルフローコスト会計等の環境経営ツールの普及と国際標準化
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• 我が国が得意とする摺り合わせ産業で川上・川中における資源の無駄が存在。次世代自動車（プラグイン
ハイブリッドなど）に不可欠なレアメタルなど資源の価格高騰に負けない強靱な体質が必要。

• 高品質を求める我が国企業の行動が結果として、資源の無駄を助長。
（川下企業の設計・仕様が工程くず削減を制約／厳しい品質要求による意図せざる歩留まり悪化）

• 川下企業が、上流まで含めて資源の無駄を見直すことで、省資源型ものづくりを徹底し、省資源・省エネ・
省CO2・作業量削減（＝コスト削減）の一石四鳥の効果を実現することが可能。

• 先進的企業数社で取組が端緒についたばかり。短期的な成果につながらないため全体的な動きに至らず。

• 関係制度を整備することで、省資源を通じて 「摺り合わせ力」を、再度、我が国の国際競争力につなげる。

課題・背景

○川下企業に対し、川上・川中企業の工程くず削減に配慮した設計・調達を行わせるための制度を整備。

法制化も必要に応じて検討。（対象は、自動車、家電、複写機などを想定）

○優良事例の創出により成果を「見える化」し、我が国産業界への浸透を図る。

（単位：万トン）

●●川上・川中において存在する資源の無駄川上・川中において存在する資源の無駄

○○ 素材・部品メーカを巻き込んで使用素材や部品設素材・部品メーカを巻き込んで使用素材や部品設

計の大幅な見直しによる車両軽量化を推進。計の大幅な見直しによる車両軽量化を推進。
軽量化による燃費の向上、省軽量化による燃費の向上、省COCO22も実現。も実現。

○○ 国内の部品調達先メーカと連携し、部品製造段国内の部品調達先メーカと連携し、部品製造段

階の環境負荷の削減や、部品メーカの削減取組階の環境負荷の削減や、部品メーカの削減取組
を促進するような製品設計の見直しを実施。を促進するような製品設計の見直しを実施。
（５０社で実施中。今後、約２００社に拡大。）（５０社で実施中。今後、約２００社に拡大。）

トヨタ自動車㈱

㈱リコー

●●先進的企業の取組事例先進的企業の取組事例

近年、横ばい

工程くず発生量

最終処分量

●●省資源型ものづくりによる工程省資源型ものづくりによる工程くずくず削減例削減例

金型加工

切削加工

大量の
切削くず

切削くずが
ゼロに

工程見直し

次世代の省資源型ものづくりで国際競争力を再強化（「すりあわせ 2.0」）次世代の省資源型ものづくりで国際競争力を再強化（「すりあわせ 2.0」）
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•多様化する環境問題への対応が求められる中、「環境を『力』にするビジネス」の成長のためには、問題の本質を「見
える化」した上で、多種多様な技術（ハード）とノウハウ（ソフト）の環境力を高度に組合せ、融合させることにより、
顧客ニーズに沿った最適解を与える環境ソリューションサービスの実現が必要。

課題・背景

装置
業者

顧客
（メーカー）装置設置

純水供給装置の例

純水を提供

水の単価を支払い
メンテナンス契約

・資産の保有がなくなり、B/Sが良くなる
・少ない初期投資で新規の設備導入が可能になる
・機器のメンテナンスを一括して委託できる
・予防的メンテナンスができ、機器が長期間利用できる

○産学官が連携する場（コンソーシアム）を創設し、ニーズとシーズの
マッチング、多様な環境力の融合を行うことで環境ソリューションビジ
ネスを進化。

商社
顧客
（工場）処理施設設置

産業排水処理の例

処理サービス
を提供

処理代金を
支払い

・ある商社では、多種多様な産業廃水処理を行うため、様々
な装置、薬剤等を組み合わせた処理サービスの提供を計画。
・単なる施設の整備だけでなく、オペレーションやメンテナンス
も含めた長期ビジネスが可能。

薬
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ー
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ー
②

薬
剤
メ
ー
カ
ー
①

装
置
メ
ー
カ
ー
①

装
置
メ
ー
カ
ー
②

多様な環境力の融合による環境ソリューションビジネスの強化多様な環境力の融合による環境ソリューションビジネスの強化
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•アジアでは環境汚染が深刻化。環境・省エネ分野の制度整備が進みつつあるものの、未だ整備途上であり、さ
らには執行の不徹底により制度の実効性に課題。

•こうした問題を解決できれば、今後アジアの環境市場は大きく伸びると考えられる。

•この市場に日本の環境力を普及させ、アジアの環境問題の解決、日本経済の成長に資する。

○専門家派遣、研修生受入等により環境・エネルギー分野における制度整備及び執行強化に係る協力を実施
○ＥＲＩＡによるアジア環境レビュー及び省エネ政策効果分析により、環境問題及び省エネレベルを「見える化」

→こうした取組を通じて実効性のある環境法制を確立し、環境・省エネ市場の拡大を誘引。

＜アジアのＮＯｘ排出量の経年変化＞

2003

課題・背景

＜アジア諸国の環境関連法の整備と運用状況＞

××△（※）インド

×△
（タイ、インドネシア、
フィリピンのみ導入）

△
（ﾀｲのみ導入）

アセアン５

○○○日本

△

(検討中)
△

(10年導入を目標）

△（※）

（07年改正）

中国

リサイクル制度公害防止管理者省エネ法

＜各国等のＧＤＰ当たりＣＯ２排出量及び一次エネルギー供給量＞

0.91

2.68

中国

0.830.260.340.210.200.11ＧＤＰ当たり一次ｴﾈﾙｷﾞｰ供給量
（石油換算トン／1000 US$）

1.780.800.700.530.430.24ＧＤＰ当たりＣＯ２排出量
（kgCO2／US$）

インド豪州韓国米国EU27日本*データは2005年

実効性のある環境法制の確立を通じたアジアの環境市場の高度化実効性のある環境法制の確立を通じたアジアの環境市場の高度化

(※)法制度は整備されたものの今後は運用が課題
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•アジアにおいて環境市場が急速に拡大する中、世界トップレベルにある日本の環境・省エネに係る技術・ノウ
ハウがアジア各国に十分普及していない。

• 海外展開に意欲的な企業は存在するものの、海外とのコネクション不足や高い海外進出リスクのため躊躇し
ており、多様な技術やノウハウの融合が必要。

•環境ビジネスでは、単なる機器の提供だけでなく、オペレーションや維持管理も含めたトータルソリューション
サービスが求められている。

○異業種間及び海外との「つながり」強化により、海外の環境・省エネニーズとのマッチングを促進
するとともに、環境・省エネ事業に対するファイナンスを強化すること等を通じて我が国の環境ビ
ジネスのアジア展開を後押し。

課題・背景

①様々な業種が連携する場を創設し、
異業種間交流を強化するとともに、各国
の規制動向、市場動向などの情報収
集・提供、海外への製品・サービス情報
の一元的発信。
②エコプロダクツ国際展、省エネ・環境
フォーラム、省エネ・環境相談窓口等の
ビジネスマッチング機会の提供。
③エコタウン協力などの地域間連携を
通じたビジネスパートナーの発掘。
④国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による省エネ
ルギー関連事業・ファンドへの出資・保
証を通じた支援、地球環境問題への貿
易保険（NEXI)の積極的活用。

＜環境ビジネスのアジア展開支援策＞
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＜アジアの環境市場と日本の対アジア環境装置輸出＞

出典：「Global Environment Market: Asia」Environmental Business International. Inc 2006.9
（社）日本産業機械工業会「環境装置の生産実績」を基に経済産業省作成

アジア環境市場

日本の環境装置輸出額
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＜日中省エネ・環境協力相談窓口＞

※４月１日から中国７都市(１０カ所)の拠点で開始。

日中経済協会、ＪＥＴＲＯ、ＮＥＤＯが連携し、相談業務に対応。

第４回エコプロダクツ国際展

（08年3月、ベトナム・ハノイ）

九州環境ビジネス商談ミッション

（08年3月、中国・大連）

＜エコプロ展、商談会の事例＞

我が国環境ビジネスのアジア展開の加速化我が国環境ビジネスのアジア展開の加速化
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・高い環境意識を活かしたＮＰＯ、市民、企業等のつながりによる地域ぐるみの環境への取組により地域活性
化を推進する必要がある。
・低炭素社会の実現に向け、エネルギー構造の変革、ビジネススタイルの変革等を推進する必要がある。
・ＮＰＯや商店街など、地域のコミュニティにおける環境への高い関心を活かした国民運動の促進が必要。

課題・背景

○低炭素社会の実現に向け、「環境モデル都市」を推進。
○ 「１人、１日、１ｋｇ」の温室効果ガス削減をモットーとした地域ぐるみの国民運動を促進するた

めのビジネスを推進。

環境モデル都市 国民運動支援ビジネス

・世界の先例となる「低炭素社会」への転換を進め、国際社会
を先導していくという第１６９回福田総理施政方針演説（平成
２０年１月１８日）を受けて、「都市と暮らしの発展プラン」（平
成２０年１月２９日地域活性化統合本部会合了承）に位置付
けられた取組の具体化の一環。

・温室効果ガスの大幅な削減など低炭素社会の実現に向け、
高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市を１０
カ所選び、環境モデル都市の創出に自治体と連携して取組
む。

・ 「１人、１日、１ｋｇ」の温室効果ガス削減をモットーと

した地域ぐるみの国民運動を促進するため、エコポ
イント等のインセンティブ付与により「私のチャレンジ
宣言」の中のチェック項目を奨励するビジネスを平成
２０年度より支援。

環境力を活かした地域の活性化環境力を活かした地域の活性化
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◆ 主旨

主として2013年以降の排出削減を念頭に置いて、「国内排出量取引制度」と「環境税」を含む経済的

手法について、幅広い検討を行う。
（座長；茅陽一財団法人地球環境産業技術研究機構副理事長・研究所長）
この検討は、経済的手法の導入を前提とするものではないか、他方で、今後の様々な議論に備えるた

めには、個別具体的な制度設計や前提条件等、制度の詳細にまで掘り下げた検討が必要になる。この
ため、諸外国の制度の運用実態の調査等も実施した上で、論点を整理していくこととする。
その過程で、第一約束期間においては産業部門の対策の柱となっている「自主行動計画」制度の再評

価も行うこととする。

◆ 検討状況

平成２０年３月に設置、６月を目途に論点を整理する予定。

◆ 検討項目例

地球温暖化対策全体の中での具体的な位置付け

温室効果ガスの削減効果 （特に、自主行動計画評価・検証制度、法的規制措置などの他の手法との比較）

国民経済や産業の国際競争力に与える影響 （環境と経済の両立の視点）

諸外国における取組の現状

公平な割当方法（対象企業・産業間の公平性、経済実態に即した柔軟性）

産業の国際競争力への悪影響回避（国際的な公平性、目標水準・対象範囲）

価格の（不）安定性

技術開発の促進／阻害効果

行政の役割（管理コスト等）

「地球温暖化対応のための経済的手法研究会」について
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地球温暖化問題解決のためには、全ての国の参加が必要地球温暖化問題解決のためには、全ての国の参加が必要

世界のエネルギー起源二酸化炭素排出量
（２００５年）

（出典）ＩＥＡ

世界の二酸化炭素排出量の見通し

（出典）（財）地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ）
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２００６年度
総排出量(速報値)

13.4億t-CO2
民生
30%

産業
（工場等）

34%

運輸
（自動車・船舶等）

19%

製造業
32%

農林水産業
鉱業、建設業

2%

業務
（オフィスビル・店舗等）

17%

家庭
12%

エネルギー転換
（発電所等）

6%

非エネルギー起源CO2
（化学反応等により生成）

7%

メタン 2%
N2O  2%

代替フロン等 1%

病院・介護施設
（2.8%）

学校
（2.2%）

エネルギー起源CO2
88%

１９９０年度
民生
23%

産業
38%

運輸
17%

１９９０年度
民生
23%

産業
38%

運輸
17%

我が国のガス別・部門別温室効果ガス排出量我が国のガス別・部門別温室効果ガス排出量
【部門別のＣＯ２排出量の動向】 （単位：百万トンＣＯ２）

基準年度
（１９９０年度）

（全体に占める割合）

現状実績
（２００６年度）

（基準年度増減）

1,059(84%) 1,184(+11.8%)

産業部門 482(38%) 455(-5.6%)

業務その他部門 164(13%) 233(+41.7%)

家庭部門 127(10%) 166(+30.4%)

運輸部門 217(17%) 254(+17.0%)

エネルギー転換部門 67.9(5%) 75.5(+11.3%)

エネルギー起源
二酸化炭素


